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厚生年金保険に係る年金記録回復の申立てについては、これまで、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律{平成 19年法律第 1 

1 1号。以下 f淳年特例法j という。}第 1条第 l宅衰の規定に義づき、総務省年

金記録確認第三者委員会〈以下 f第三者委員会j という。〉が綴紛の事案ごとに

努査審議会狩って出す意見令書事議して、被係徐容の資格の取得及び喪失の確認

等を行ってきFた。

一方で、苦手金記録回復の迅速化ほ重要な線態であり、昨年遺言省の年金記録回

復委員会が社会保険労務てとに対して行ったアンケートでは、厚長手特例法に係る

事案についても、迅速な記録霞復のための図復基準の策定を求める意見が多数

寄せられたところである。

厚年特例法第 l条第 l項 K規定する「厚生年金保険法に規定する事業主が、

被保険者の負担すべき保険料惑を強除した事実があるにもかかわらず、当該被保

験者に係る保険料を納付する義務会履行したことが現らかでない場合{糸線保

験料を徴収する権第jが待効によって消滅している場合に際~o) に該当するとの
当該機鎮の意見j については、第三者委員会による、個別の毒事案に対する意見

のみならず、一定の類型に絡する事案は間療に規定する場合に該当するという

包括的な意見とするととが可能であると解せられる。

ついては、今後更に年金記録回復の迅速化誌と密る観点から、第三者委員会に

おいて、厚年特例法第工条第 l攻に規定する場合に該当する毒草案宏、これまで

問委員会で積み麓ねてこられた鷲見の実績告と踏まえ、年金事務所における実務

上の実施可能性にも配慮しつつ類型化し、問項による厚生労働大庇への意見守(包

括的な意見)としてお示しいただきたく、貴織からお取り計らい下さるようお

瀬いする。 また、迅速な記録回復に資する稼議事演会事があれば、併せて第三者

委員会の御露見を覆きたい。



なお、本体iどついては、年金記録回復委員会において検討念行い、問委員会

から、本年 5 10肉付けで、別添のとおり「包括的意見による記録回復につ

いてJが示 dれたところであるので、第三者委員会の検討の参考にしていただ

ければ主義いである。 
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1)'-1添

き揺的意見による記録悶識のイメージ� 

1.同一企業毒事内戦勤務例iこ係る記録図復義準� 

E務縫築件〕

加潟一企業グループ肉(※)の事業所開での転勤に伴い、� i際司区議長所での資格主義うたから新

事業所での資格取得までの間に� 1:;り湾問の資格綴滋の窓自がある場合で、以下の舎かっ

②に該当する。� 

※ 	 以下の場合に「潟…企業グループF切と判断される。

照一企業の別事雲監所であったとの緩怠人及び事業三訟の緩震がある。

第三袋詰委員会であっせんされた同一企業グループ向転勤事擦と閉じ綴賂かっ

同じ家殺続燃であるφ

(1)(華義務継続〉

人家記録・人事力一?とその他の線総勤務していたことが蕊機確認できる資料(※}

により、取な織問中も、新18いずれかの適用事業所〈記長徐上の適用事業所遣要件を満

たす未適潟療費住所を含む〉で勤務していたことが篠認できる、又I象者野祭主から「申

立期間中1::(新18いずれかの事業所で)勤務しているJとのまま震がある。� 

※ 	 '011えば、人事記録・人事力一!とのほか、注勤簿、従業員名簿、異動辞令、従華善

意韮器産など。

②(保険料総書量)

事業主iJtr:申立期爾 ~I::容量険料控除をffっていたi 旨の議設を行い、特例納付保

険料の納付に湾重ましている(=届出の譲りを認めている〉。� 

、
o持優裏件� f除外型軽件);l以下の③~③のいずれにも議長選告しない。� 

電� 

① 車三友人がや申立綴祷言語誇.事業主又iま役員調撃であった。� 

※ 	 罪事生年金特例法務1条1項怪蓄さ(納付義務を履行していないことを知り、

又はまgりうる:ll.犠!とあった場合)'.を絡まえ、申立段燃で猿認。 

② 既に第三者委長会において訂1E不議事の学j襲安を行っている。� 

③ 	 申立人から緩泌された資料{給与明細書、議定期告書等)や、事業::f:カ犠認を行

った資料(給与支払明細薬局賃金台帳等)において、保険料捜検?を行っていないこ

とが礎認できる。

{解説・論点】

(1)一銭約な厚生年金特例法事濃く後述4)との濃い

一般約な厚年特例法要葬祭や、賞与届出漏れとい・2たf患の類裂の築家においては、殺線

的姿件として、保険料控除を証する資料があることを求めている。



これに対して、同一企業等内転勤事例は、保険料控除を証する資料が確認できない場

合であっても、新旧いずれかの事業所での勤務実態を証する資料又は事業主の証言があ

れば‘保設料控除については事業主の証言のみで、記録回復を認めるものであるの� 

※ 	 保険料控除を証する資料があれば、転勤事案についても、一般的な厚年特例法事

案に係る基準により記録回復が認められることとなる。� 

( 2)事業主の証言置同意について

保険料控除を証する資料がない中で、事業主の証言を基礎として記録回復を行い、

特例納付保険料の納付を求めることとなるため、事業主に対しては、


保険料控除を行っていた'こと


勧奨に応じて、特例納付保険料を納付すること、


「保険料控除を行っていないことが分かる資料J(消極要件③)がないこと


の確認・同意を求めることとする。
 

(3) r同一企業グループJの範囲について

新!日事業所が「同一企業(※)の別事業所� lであった場合には、後で確認すること

が比較的容易であることから、事業主及び申立人の証言があった場合には、記録回復

存行うこととする。

一方で、� rw同一企業』ではないが、『同一企業グループ』として、同ーの人事・総務

部門において人事管理・給与計算が行われていたJζとについて判断するための定型

的な基準は考えにくく、事業主等の証言や企業の事務分掌等についての情報を基礎と

した総合判断にならざるを得ないことから、「同一企業Jでない場合の判断を年金事務

所において行うことは国難と考えられる。

このため、こうしたケースについては、申立時期と同時期について、既に第三者委

員会での翻査審議に基づく判断がなされている場合に、同一企業グループ肉転勤事例

主型l堕することとする。� 

※ 	 同一企業は、同一法人格とする(t∞%子会社といった資本関係のある法人を含

む場合、資本関係について当時の決算書等を確認する必要があり、年金事務所段階

における判断は困難と考えられる。)� 

(4)転勤に伴う空白期間の長さについて

転勤における月末喪失処理の場合は、� 通常空白期聞は� 1ヶ月と考えられる。他方、t

同ー企業等肉における転勤において、期聞が2カ月以上空いている場合には、月末喪

失処理があった場合も含め、必ずしも事務処理ミスiこよらない可能性も考えられるた

め、本基準案では� 1カ月空白を対象とする。� 

(5)適用事業所たることの確認について

申立期間において、勤務実態が確認できた事業所が、オンライン記録上の適用事業

所ではない場合においでも、昭和� 63年4月以降の法人事業所であったことが確認でき� 
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た場合に[弘法律上の適用事業主詩婆件を満たすことは明らかであるため、記録沼復の

対象とする。� 

(6)滋職の場合の資格喪失尽に係る申立について

転勤ではなく、退職の場合の霊堂猪喪失 mこ係~申立てについては、資格者養失尽につ

いて保険料控除を行っていなかったことを犠拠とする非あっせん事例が督責5もされるた

め、転勤による空白と鰐織に考えることはできない� (r議選失格逮Jとして、下記4によ

る記録回復の対象たなる.). 

4 
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;貸与の足寄磁漏れ事案に係る怒縁援護後遺毒準

[続犠遣要件〕

以下の慨は②のいずれ抑制により、申立ての対象となる貧与について加に)

係~係険料が控徐されていることが確認できる。 

① 申立人が所持する給与務細望書


窃事業主側の資料{鴛会合緩等〉
 

※ f勤務実態があることjの確認は不要。� 

※ 毒事業主の証言のみでは記録溢復を行わない。� 

※ 平成何年4月以襲撃の恕:!E.年金被保験者類関tt/こ叉払われた賞与が申立ての対� 

¥ tt.となる。

〔3湾機事E件{徐外要件)J以下の①3えは②のいずれにも該滋しない。� 

① 申立人が、申立滋減量詰潟、事業主又i主役員等であった。� 

※ 	 厚生年金特1911まま繁� 1条� 1項侵害き(級付着農務そを緩行していないことを綴り、� 

3之は鎚りうる立場にあった場合〉を滋まえ、基幹立殺露毒で蓄量認@

②既に第三者委員会において訂廷不要の戦断を行っている.

【解説恥論点1 

(1 )ー綾的な淳生年金特例l法家漆(後述4)との遠い

災Jij.Ji霊殿漏れ事案i求、後述4の一般的な厚生年金特例法議案に係る記録凶復義挙と詞

様i之、� f録後料の控除があることjの確認が必要さであるが、認喜重上厚生年金秘書長練場まと

なっている者からのゆ立てであるため、� f遼F努事業所であることj及び� f勤務実態がまち

ることj についての確認は不重要。

{公)事業主の供述をどう滋うか

理葬祭主が申立内容を認めている場合であっても、決際に保険料控除をしていない場合

ゐあることから、口頭証言言のみでは記録包穫は行わず、記録回復!こ|玄、裏付けとなるよ

総裁の資料を議議薬務として殺めることとする{なお、務費量三位が基幹立内容を認めている

のであれば、事業主争らの資料絞象ば密難ではないと努えられる入

コ� 
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3.新規適周年潟寝室守の被保険者霊堂絡に係る記録路復基準

[積極喜要件〕以下の①かっ@を滋たす。 

① 昭和� 63年� 4月以降の期間であり、かっ、害事業所に法人絡があることが確認でをきる。� 

② 以下のいずれかの資料により、申立期間中に� F勤務実態があり� jr給与から保険料

が控除されているj ことが磁認できる。


府立入が絞持する給与線級事


事業主側の資事ヰ(賃金金銭等}
 

n銭綴要件(除外要件))以下の砂川③のいずれにも該重量しない。� 

① 母建立人が、司書宝E期間滋善寺、事業記録又i主役員者撃であった

※厚生年金特例法第� 3条� 1項髭者駐を〈章典付義務を嬢行していないことを知り、又� 

i主総1..)うる迄場にあった場合)を童書E支え、申立段嫁で獲露。

③既1::::第三者委員会において訂正不菜の粍販を行っているg 

③ 普選度上、厚生年金被保険者とはなり得ないこ々が確認できる。

【解説・襲撃点1 

(1)一般的主主厚生年金特総法喜善策(後述4)との濃い

.後述4の一般的な厚生年金特例法事案(:::係る言語録翻復基準c潟緩の義績となるが、語草

生年金の遮用事議所となっていなかった期間についての申泣てであるため、よ鼠銭よ違

用事業所てをはなかったが、波簿上、滋滋事業所としての奇襲伶をそ瀦たしていた1;:ことの確

露経必差となる。

屍体まきには、昭和� 63是正� 4月以降の法人であれば人数や業穣にかかわらザ適用考察紫綬

となることから、府立綴商が符月以降でおる場合について泳、法人格fJ.~7iJる(=法律上

の遜府選鉱業所要害事与を満たす〉ことを喜事業主からのまま人登記簿の写しの接出により縫認で

きれば、要件後満たすよごととなる。

一方、� r総務部年�  4月以設の法人事業務における被告義絵者j と「穏人事議所の被保険

雪量j については、業穏や人数毒事について年金事務務において磯認することは実警告よ随畿

であることから、第三者委長議会における甥査審議により判断することとし、年金導事務所

段階での記録路復は行わない。� 
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4.上記以外の一般的な厚生年金特例法事案(※)'に係る記録回復基準� 

※ 同一企業等内での転勤や賞与届出漏れ等を除く、同一適用事業所で勤務をしていた期

間の一部について被保険者資格が被けているケースであり、


被保険者資格が全くないケース(全部記録なし)


入社直後の期間に被保険者資格がないケース(取得相違)


退職直前の期間に被保険者資格がないケース(喪失相違)
 

l 中途の期間に被保険者資格がないケース(中抜け)

が含まれる。なお、標準報酬相違事案についても、申立期間が被保険者期間のどの部分

であるかに応じて、上記と両様に区分し、以下の基準を当てはめることとする。

〔積極要件〕

事業所が、申立期間当時、適用事業所となっており、かっ、以下の①又は②のいずれ

かの資料により、申立期間中に「勤務実態がありJ r給与から保険料が控除されている』

ことが確認できる。� 

① 申立人が所持する給与明細書

②事業主側の資料(賃金台帳等)� 

※ 	給与明細書田賃金台帳等(以下、「給与明細書等』という)は、申立期聞が複数

月にわたる場合には、申立期間の全てについて確認できるか、又は以下の全ての要

件を満たす必要がある(標準報酬相違事案も同様)。

(ア)申立期間の月数の半分以上について給与明細書等がある。

(イ)定時決定から定時決定までの期間 (9月~翌年� 8月)について、戸枚は給与

明細書等がある。

(ウ)申立期間の様態に応じて、

申立期間の最初と最後の月の給与明細がある(全部記録なし及び中抜け)

申立期間の最初の月の給与明細がある(取得相違)

申立期間の最後の月の給与明細がある(喪失相違)� 

※ 事業主の証言のみでは記録回復を行わない。

〔消極要件(除外要件))以下の①~③のいずれにも該当しない。� 

① 申立人が、申立期間当時、事業主又は役員等であった。� 

※ 	 厚生年金特例法第� 1条� 1項但書き(納付義務を雇行していないことを知り、

又は知りうる立場にあった場合)を踏まえ、申立段階で確認。� 

② 既に第三者委員会において訂正不要の判断を行っている。

③制度上、厚生年金被保険者とはなり得ないことが確認できる。� 
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【解説・蓄量点等】

(1)給与務総書による勤務爽態の確認について

給与明細議事を保持している場合、申立期間中の給与支払いと苦筆致料控除!こ加えて、勤

務言葉慾についても、絵4明細書撃の支給対象期間や勤務回数の記載により確認を行う。後

!こ、こうした記載がない場合には、②により判断を行う。

〈な〉申立て鍛婦の一昔sについて、給与明細書害事の穣認がで者ない場合の扱い

申立期間のうち、殆どの月について給与明縮努毒事があり、勤務実態及び保険料設徐が

確認でをるものの、一部、給与明細書等安費量得していない場合に、年金者葬務所でも判断

可能な基準を設ける必要がある。定時決定から次限定時決定までの期間i立、大設な給与

の変動がない凝り標準毅酬は同一であることや、1fI.:i主婦聞の機慾を滋まえれば、以下の

よラな毒事準が、合理容むなものと考えられる。

{ア〉申立期間(J)J著書士の半分以上給与号謀総著書等がある。

(イ)定雲寺淡記長から定勝決定までの調書際 (9月~建造事� 8sDについて、一枚は給与

明細書態寄撃がある。

〈ウ〉府立期隠の機態!ご応じ七、

市立期罪舗の最初ど最後の月の給与明細書寄与がある

(会苦手記録なし及びI:t抜iす〉

申立怒慣の緩初の月の給与明総書毒事がある(取得格滋〉

申立磁器毒の最後の汚の給与碗細書寄撃がある(喪失総選〉� 

(3)どの'F!分の係数料かの確認か法について

給与号車線香において申立線開の保主食料控除カ糟認できた場合であっても、当該j寺の給

与に対す忍保険料t.鴨除会れたのか、その前月の絵柄こますす答保険料が控除されているi

かがわからないため、家殺立三iこま守して.給与の〆日及び支払い問、当月鐙徐，翌翌月控除

の莞IJを!被認するこ4ごとする。

なお、以下の場合iこは、事業家への確認を行わずに記録回復を行うこととする。

「喪失相違j のケース句、退職尽の翌月に支払われた給与明級事撃により~}奇授徐

が確認できる

「取得相違j のケースで、入社当月に給与が支払われ、差幸男控除が縫認できる、

?中抜:11・jのケースで、言語JUえび翌月!とおいて空襲験料控除が言葉認できる、

同〉事業主の供銭の取り扱い

筆業主が申立内容を認めている場活きであっても、察際に保険料控除をしていない場合

があることから、口議華経奮のみでは記録毘復せず、裏付けとなる上記舎の資料の確認袋

行うに 4ごとする(なお、事業主が申立内容~認めているのであれば、築業主からの資料

紙袋は困難ではないと考えられる。〉。� 

g 




一方、常主主人持参(J)総占事務総需撃のみでは勤務実態と事長続料綬話番が後認できない場合で

あって、毒事業言語が事事をましない宅撃により事業主側の供述・策事専擦係が千等られない場合には、

第三者繁華ミ会における級別の議室E審議により決定することとする。 

(5)申立人が‘'I'l:u:綴間当時、毒事業主・役員等であったことの篠認方法

消極要件である、申立人が申立期筒当時事業主又 1立役長であったり、人事担当部局に

おいてこうした取級いをま日りうる立場にあったことの認定!ふ標準報酬豊富及訂正事業に

係る取扱いも参考に、以下により行う取扱いとする。

給与明細や食会合繊書事事業金側の資料において、申立人がこうした立場にいたこ

との確認を行う


これにより線認できFない場合には、雇用保草案記録があることを篠認


さらにこれにより篠認できない場合法、法人登記簿'a':複線。
 

(6)事3主人がf韓日f.iJ二主義主主主事会被保渡者となるか否かについて

従業員が厚生年金の滋用対象となるか否かにつき、年会議事態絞において、当華寺!こ費量つ、

て勤務時間や勤務実態安踏家えた総合的な戦続を行うことは殴難。

最も事情に詳しい謀議員寺の事業主が保険料控徐を符っていたことが獲認されれば、被保

険者となりうる勤務袋態であったことは一応推認定れる。

したがって、資総媒失月に保険料が控除されている等、隠さ往年金被保験者ではなかっ

たことが確認されない限り(消極要件③に該当しない限り入制度よ被保険者であった

ものとして取り扱うこととする。 
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5.関一企業内転勤尊草案:&ぴ賞与話器出漏れ雪解裏腹に係る来If!ILて従業員の緩い� 

O 年金事務所設濃での記録鼠復叉は第三者委主主張誌でのあっせんがあった間一企業内転

勤者草案及び貸与届出漏れ事案(以下� F基礎事策jという。〉について、機構本部におい

て、以下の婆件!之合致する湾様の事業である被保険者の…覧表をシステムiこより作買えす

る。

〔将一企業内総数毒草案〕

基礎事費隠と問一期間に2つの事業所の転勤があった被保験者のうち、騒動前の響調陸

草野と転勤後の事業所がそれぞれ議後事業と湾じ者

〔鍵lj.隠出漏れ尊&:;i終3
議事奇襲事案と問一議関同一芸評議所iこ議事蓄し、標準投与額が算定iされていない被保書走者� 

O この一覧表を、管鰭のま手金事務所経由で事業主に送付し、記裁の従祭負について勤

務実態及び探検終援員数の有無の線認等を求め、確認が取れた従業主義の一覧表委� f潟僚リ

ストj とする。

併せて、司葬祭主へのE豪華事後議の際、一覧表記載の従業員以外にも、事務処理譲りに

より届出瀦れとなっていあ従業員がないかどうか併せて確認を依頼し、これに該当する

従業員を� Fその他察機リストJとする。� 

O 確認が取れた従業員の一覧表(同僚リスト冨その他率務リスト)に基づ場、記載の

.従業員に対して、住所泌を管絡する年金事務所より怒録画複の際立てを勧奨するe 

O 事業主から、島発的iこ事務処漣譲りの命泌があった場合!こi丸事業主から対象とな

る従業員の一覧表� E市出リスめを提出してもらい、総議の従業員lこ対しても年金事務

所より記録鴎t貨のま持玄℃を勧奨するw

発E 罪章僚リスト� v そ?の総事例りスト� v 申出リスト作成jご際しての事業主への議霧司区

壌は斜緩参綴

[解説割論点]

(1)システムにより者自白する「跨様の事業jの範囲について� 

O 	 関一企業グループ内転菱自若草案については、基礎事野菜がA事業所→S事業所への転

勤であった場合、基礎家業と同 期韓請に� rA事議所→83露量産関Iへと変おっており.

基礎事業と混じ月!こーゲ汚濁皇室闘があるもの(関僚リスト〉を抽出のませ象とす-~q 

※ 	 善幸獲害事調書e.際じ湾の読後一定拐罪警が警のgg白も対話まとするか'a'かについては弔問じ綴湾

に近いほど、同ーの人高野・総務担議設が転勤にかかる事務省E行っていると脅えられ、設� 
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りの蓋然性が護憲くなる ζ とを踏家5t、事S礎事案とは異なる~を対象とする;二との妥当性

愛検討した上で、幾百泊な場合の異体的な潮織の長さについて検討する。� 

O 賞与窓泌漏れ事案については、� J基礎事案における賞与支払日!こ問…察議定所の被保

険者となっている者であって、当該j寺!こ標準賞与滋が3まま宣されていないもの(陶器量

リスト}を抽出の対象とする。� 

(2)悶僚リストf懲戒における署葬祭主からの情報提供の獲否について� 

O ‘本部において、オンライン記録から抽出した対象者から王者立てがあった場合であっ

でも、それだけでは夜ちに記録回復を行うことはできず、{類別に勤務実態の織認を行

う必警警がある。しかしながら、同一事業所に対して、同僚従業災から軍事立てがある援

にこうした確認を行うことは、年金事務所及び3葬祭主双方にとって災担が大きい。

このため、ヌド部が作成した一覧を一度事業主に送付し、記載の密々の従業員の勤務

災綴多一括で密議事してもらうこととする。これにより、従業員から申立てがあった場

ー合!こ倒別iこ確認する必姿はなくなる。� 

O 賞与溜I:l:!漏れ事案1=係る問僚1)ストについても‘記載の従業員から申立てがあった

場合!こ‘その都綾事業主に対して議室与支払い及び後験料披除の有毒襲を磁認する手間を

滋!ナる観点から、罪者僚リストを一度議事業主に送付し‘予めリスト記載の従業災につい

てこうした確認を行っておくことが考えられる。� 

戸3 

I(3)年金機織の事務処理体事g(1.lJ紙)
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6.その総� 

[ 1 )納付義務の履行の有終の確認について

厚生年金特例法上、事祭主が� f納付務務を履行しなかったE堅議Jと「納付事義務を緩行

したかどうか明らかでない事案jとの区分がt診察であり、浪芸まは第さ者委員会において、

親交努畿を行い判断している。

淳主主年金特例法事案について年金事務所において記録綴復を行う場合でるっても、上

記の区分後行うことは必婆となるため、第三者委員会での約額基療を踏まえつつ、年金

事務所段階で運用湾総な基準を設定する'0 

(2)標準穀観の認定について 

O 	上記路復基準に談滋した場合に!な、年金事務所においてゆ立期間に係る擦慾報酬

毒事級の単j衝を行うこととなり、務在の第三唱雪量廃員会における駁扱いと銅線、君事生年

金特例法の競まきを踏まえ、縫除が獲言草された係主主料銭安ま患者遣に決定するが、控除が

確認された保険料績を善事後とする等級よりも、実際の殺到支給額さを義磁とする等級

の方が縫い場合には、災際の報酬支給喜重を基礎に様準報室費等級?を決定する。� 

o 1とだし、上記� 1の基準により記録回復がな2生れる転勤務葉遣については、保険耗授

除を証する曜ま機的な資泰寺の般認がなされていないことから、以下の方法で、申立綴

間の標準毅援護月額を決まをする。

〈ア) 申立英語掲の勤務実態について、新三事業所で確認できた場合

時 オンライン記録(※〉よ、申立期間の後の新事業所における最初の綴準報

殻!月額とする。

(イ) 尽き主期間の勤務災慾について‘沼署事業所で害援護患できた場会

ヱゆ オンライン記録(※〉よ、申立線部の紛の!日高慎重量訴における最後の綴滋絡

酬月額とする。

(ウ} 申立期間の数務実穏について、� i隠事幾所で護認された綴濁と書好家業所で薙

認された期間がある場合

司	 18害事業所で勤.務事長慾が認められた綴凋i丸オンライン記録(※}よ、市立

期間の訴の!日事業所における最後の標準殺鰍月額、棄罪者事業所で勤務災慾が

認められた実話題は、オンライン記録(※〉上、申立期間(J)後の新事業所に

おける級初の標準報酬月額とする。� 

※ 	 オンライン記録のほか、厚生年金係絵被保険者会綴� (18合板)、厚生年金保険

被保険翁原票又jま原公正手金探検被保険者名簿がある場合!式、これらの標準絡議題F.!

綴がオンラマfン記録と一致していることを磯認した上で襟2院議室運用額後決定す

るG 

O なお、捜除が確認された探検事ヰ額!こ対応する標準報酬等害防f存慌しない場合、第

三審議長義会における縦断の対象となるa 
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③事業設が自ら弱tI:J誤りがあったと申し出た場合

銭主童蒙議傘

M
E

Eg襲撃所繁華襲匁金事務所� 

|践鍾杢蓋明細制慾繍品F鯉 議護主� 
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銭高良答者音波絡

本人の作所地管事室王手議選露務所

.本人へお知らせを滋彼

・申rrて受信
 

i 苔品争議議語読伝言さ汚QBi:~語面復~ 詑主義警JIE依頼


1 潜在〉娩j断� 〈圭事会E事務所で


! (③第三苦言受喜重盆ヘ主主総{年金著書務
記録図復で怒る

」忠明竺竺笠J 災申立て
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